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3-1 

労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）（抜粋） 

第 7章の２ 快適な職場環境の形成のための措置 

（事業者の講ずる措置） 

第七十一条の二  事業者は、事業場における安全衛生の水準の向上を図るため、次の

措置を継続的かつ計画的に講ずることにより、快適な職場環境を形成するように努

めなければならない。 

一  作業環境を快適な状態に維持管理するための措置 

二  労働者の従事する作業について、その方法を改善するための措置 

三  作業に従事することによる労働者の疲労を回復するための施設又は設備の設

置又は整備 

四  前三号に掲げるもののほか、快適な職場環境を形成するため必要な措置 

（快適な職場環境の形成のための指針の公表等） 

第七十一条の三  厚生労働大臣は、前条の事業者が講ずべき快適な職場環境の形成の

ための措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するも

のとする。 

２  厚生労働大臣は、前項の指針に従い、事業者又はその団体に対し、必要な指導等

を行うことができる。 

 

 

3-2 

事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置に関する指針（平成 4年労働省告

示第 59 号）（抜粋） 

１  作業環境を快適な状態に維持管理するための措置 

(1) 空気環境 

屋内作業場では、空気環境における浮遊粉じんや臭気等について、労働者が不快

と感ずることのないよう維持管理されるよう必要な措置を講ずることとし、必要に

応じ作業場内に喫煙場所を指定する等の喫煙対策を講ずること。また、浮遊粉じん

や臭気等が常態的に発生している屋外作業場では、これらの発散を抑制するために

必要な措置を講ずることが望ましいこと。 
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3-3 

職場における喫煙対策のためのガイドライン（平成 15 年 5 月 9 日付け基発第 0509001

号厚生労働省労働基準局長通達） 

1 基本的考え方 

喫煙による健康への影響に関する社会的関心が高まる中で、自らの意思とは関係な

く、環境中のたばこの煙を吸入すること(以下「受動喫煙」という。)による非喫煙者

の健康への影響が報告され、また、非喫煙者に対して不快感、ストレス等も与えてい

ることが指摘されており、職場における労働者の健康の確保や快適な職場環境の形成

の促進の観点から、受動喫煙を防止するための労働衛生上の対策が一層求められてい

る。 

職場における喫煙対策を実効あるものとするためには、事業者が労働衛生管理の一

環として組織的に取り組む必要があることから、その進め方について衛生委員会等で

検討し、喫煙対策のための施設、設備等を整備するとともに、喫煙者等が守るべき行

動基準(以下「喫煙行動基準」という。)を定め、全員の参加の下で喫煙対策を確実に

推進する必要がある。 

本ガイドラインは、事業場において関係者が講ずべき原則的な措置を示したもので

あり、事業者は、本ガイドラインに沿いつつ、事業場の実態に即して職場における喫

煙対策に積極的に取り組むことが望ましい。 

なお、適切な喫煙対策の方法としては、事業場全体を常に禁煙とする方法(全面禁

煙)及び一定の要件を満たす喫煙室又は喫煙コーナー(以下「喫煙室等」という。)で

のみ喫煙を認めそれ以外の場所を禁煙とすることにより受動喫煙を防止する方法(空

間分煙)があるが、本ガイドラインは空間分煙を中心に対策を講ずる場合を想定した

ものである。 

 

2 経営首脳者、管理者及び労働者の果たすべき役割 

職場における喫煙対策は組織の中で実施すべきものであることから、喫煙対策につ

いての経営首脳である者(以下「経営首脳者」という。)、管理職にある者(以下「管

理者」という。)及び労働者が協力して取り組むことが重要であり、それぞれ次の役

割を果たすよう努めること。  

(1) 経営首脳者 

経営首脳者の基本方針と姿勢は、職場における喫煙対策の成否に大きな影響を与
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える。このため、経営首脳者は、喫煙対策に強い関心をもって、適切な喫煙対策が

労働者の健康の確保と快適な職場環境の形成を進めるために重要であることを、機

会のあるごとに全員に周知するとともに、対策の円滑な推進のために率先して行動

すること。 

また、経営首脳者は、衛生委員会等の場を通じて、労働者の喫煙対策についての

意見を十分に把握すること。 

(2) 管理者 

管理者の喫煙対策に関する考え方がその職場の喫煙対策の推進に大きな影響を

与えることから、管理者は経営首脳者の基本方針の下に対策の円滑な推進のために

積極的に取り組むこと。 

また、管理者は、喫煙行動基準に従っていない者に対しては適切な指導を行うこ

と。 

(3) 労働者 

喫煙対策は、職場の労働者自らが推進することが特に重要であることから、労働

者は、喫煙対策について衛生委員会等の代表者を通じる等により、積極的に意見を

述べるようにすること。 

また、労働組合は、経営首脳者に対する喫煙対策の推進の働きかけ、労働者の喫

煙に関する要望等の集約、労働者に対する分煙や健康管理等に関する喫煙教育への

参加勧奨等を行うことにより、事業者が行う喫煙対策が円滑に推進されるよう支援

することが望ましいこと。 

 

3 喫煙対策の推進計画 

喫煙対策を推進するに当たっては、職場における喫煙の実態、職場の空気環境の測

定結果、喫煙に関する労働者の意見等の把握により、喫煙についての現状とその問題

点を明確にするとともに、その問題点を解決する具体的な方法等について、当面の計

画及び中長期的な計画を策定すること。 

なお、これらの計画については、経営首脳者の指導の下に、労働者の積極的な協力

を得て衛生委員会等で十分に検討し、確実に実施できるものとすること。 

 

4 喫煙対策の推進体制 

喫煙問題を喫煙者と非喫煙者の個人間の問題として、当事者にその解決を委ねるこ
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とは、喫煙者と非喫煙者の人間関係の悪化を招くなど、問題の解決を困難にする可能

性がある。 

このような事態が生ずることを避け、喫煙対策を効果的に進めるには、事業者の責

任の下に労働衛生管理の一環として、次のとおり喫煙対策の推進体制を整備すること。  

(1) 喫煙対策委員会 

喫煙対策を円滑に実施するため、衛生委員会等の下に衛生担当者、喫煙者、非喫

煙者の代表者等で構成する「喫煙対策委員会」を設置し、喫煙対策を推進するため

の合意形成を行う方法を検討するとともに、喫煙対策の具体的な進め方、喫煙行動

基準等を検討し、衛生委員会等に報告すること。 

(2) 喫煙対策の担当部課等 

事業者は、喫煙対策の担当部課やその担当者を定め、喫煙対策委員会の運営、喫

煙対策に関する相談、苦情処理等を行わせるとともに、各職場における喫煙対策の

推進状況を定期的に把握し、問題がある職場について改善のための指導を行わせる

など、喫煙対策全般についての事務を所掌させること。 

 

5 施設・設備 

施設・設備面の対策として、喫煙室等の設置等を行うこと。 

設置に当たっては、可能な限り、喫煙室を設置することとし、喫煙室の設置が困難

である場合には、喫煙コーナーを設置すること。 

事業場における建築物の新設や増改築の場合は設計段階から空間分煙を前提とし

た喫煙室等の設置を計画し、既存の建築物については創意工夫によって喫煙室等の設

置を図ること。この場合、喫煙室等は、喫煙者の利用しやすさを考慮して、就業する

場所の近くに設けることが望ましいこと。 

喫煙室等には、たばこの煙が拡散する前に吸引して屋外に排出する方式の喫煙対策

機器を設置し、これを適切に稼働させるとともに、その点検等を行い、適切に維持管

理すること。 

やむを得ない措置として、たばこの煙を除去して屋内に排気する方式である空気清

浄装置を設置する場合には、これを適切に稼働させ、その点検等を行い、適切に維持

管理するとともに、喫煙室等の換気に特段の配慮を行うこと。 

なお、たばこのにおいについての対策についても配慮することが望ましいこと。 
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6 職場の空気環境 

たばこの煙が職場の空気環境に及ぼしている影響を把握するため、事務所衛生基準

規則(昭和 47 年労働省令第 43 号)に準じて、職場の空気環境の測定を行い、浮遊粉じ

んの濃度を 0.15mg/m3 以下及び一酸化炭素の濃度を 10ppm 以下とするように必要な措

置を講じること。また、喫煙室等から非喫煙場所へのたばこの煙やにおいの漏れを防

止するため、非喫煙場所と喫煙室等との境界において喫煙室等へ向かう気流の風速を

0.2m/s 以上とするように必要な措置を講じること。 

なお、測定方法等については、別紙「職場の空気環境の測定方法等」を参考とする

こと。 

 

7 喫煙に関する教育等 

事業者は、管理者や労働者に対して、受動喫煙による健康への影響、喫煙対策の内

容、喫煙行動基準等に関する教育や相談を行い、喫煙対策に対する意識の高揚を図る

こと。 

また、事業者は、喫煙者に対して、適切な吸い殻処分の指導や、定期健康診断等の

機会に喫煙による健康への影響等に関して医師、保健師等による個別の相談、助言及

び指導が行われるようにすることが望ましいこと。 

 

8 喫煙対策の評価 

喫煙対策の担当部課等が定期的に喫煙対策の推進状況及び効果を評価すること。 

なお、喫煙対策の評価については、その結果を経営首脳者や衛生委員会等に報告し、

必要に応じて喫煙対策の改善のための提言を行うことが望ましいこと。 

 

9 その他喫煙対策を進める上での留意事項  

(1) 喫煙者と非喫煙者の相互理解 

喫煙対策を円滑に推進するためには、喫煙者と非喫煙者の双方が相互の立場を十

分に理解することが必要であること。 

喫煙者は、非喫煙者の受動喫煙の防止に十分な配慮をする一方、非喫煙者は、喫

煙者が喫煙室等で喫煙することに対して理解することが望まれること。 

(2) 妊婦等への配慮 

妊婦及び呼吸器・循環器等に疾患を持つ労働者については、受動喫煙による健康
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への影響を一層受けやすい懸念があることから、空間分煙の徹底を行う等により、

これらの者への受動喫煙を防止するため格別の配慮を行うこと。 

(3) 喫煙対策の周知 

喫煙対策の周知を図るため、ポスターの掲示、パンフレットの配布、禁煙場所の

表示等を行うこと。また、これらにより外来者に対しても喫煙対策への理解と協力

を求めること。 

(4) 情報の提供等 

喫煙対策の担当部課等は、各職場における喫煙対策の推進状況、他の事業場の喫

煙対策の事例、喫煙と職場の空気環境に関する資料、受動喫煙による健康への影響

に関する調査研究等の情報を収集し、これらの情報を衛生委員会等に適宜提供する

こと。 

また、効果のあった職場における喫煙対策の事例等の情報は、積極的に外部に公

表することが望ましいこと。 
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3-4 

別紙   職場の空気環境の測定方法等 

1 測定の目的 

喫煙対策を実施する前の職場の空気環境の把握並びに喫煙対策の効果の把握及び

維持管理を目的として、職場の空気環境中の浮遊粉じんの濃度、一酸化炭素の濃度及

び非喫煙場所から喫煙室等への気流の風速の測定を行う。 

2 測定の種類等 

測定には、喫煙対策の実施前に行うもの、喫煙対策の実施後に行うもの及び喫煙対

策の効果を維持管理するために行うものがある。  

(1) 喫煙対策の実施前に行う測定 

喫煙対策の実施前に行う測定は、喫煙が行われている室等を対象として通常の勤

務状態の日について 1日以上実施すること。 

なお、当該室において喫煙者数の増減がある場合には、喫煙者数が多い日と少な

い日について、それぞれ 1日以上実施すること。 

(2) 喫煙対策の実施後に行う測定 

喫煙対策の実施後に、その効果を確認するために行う測定は、喫煙対策実施後に

おいて、非喫煙場所及び喫煙室等の内部並びに非喫煙場所と喫煙室等との境界を対

象として、また、気流の風速の測定は、非喫煙場所と喫煙室等との境界を対象とし

て、通常の勤務状態の日について 1日以上実施すること。 

また、喫煙対策実施後に喫煙対策機器等を変更した場合についても同様に実施す

ること。 

(3) 喫煙対策の効果を維持管理するために行う測定 

喫煙対策の効果を維持管理するための測定は、非喫煙場所及び喫煙室等の内部並

びに非喫煙場所と喫煙室等との境界を対象として、また、気流の風速の測定は、非

喫煙場所と喫煙室等との境界を対象として、四季による室内の温度の変化の影響等

を考慮して 3月以内ごとに 1日以上、定期的に測定日を設けて実施すること。また、

労働者等から特に測定の希望のあった場合には、上記(2)に準じて実施すること。 

なお、測定の結果が良好な状態で 1年以上継続した場合は、衛生委員会等により

検討を行い、適宜、測定実施頻度を減らし、又は非喫煙場所の測定を省略すること

ができること。 

3 測定回数 
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事務室については、その通常の勤務時間中において、一定の時間の間隔ごとに、1

日 3回以上測定を行うこと。この場合、始業後おおむね 1時間、終業前おおむね 1時

間及びその中間の時点(勤務時間中)に実施することが望ましいこと。 

また、経時的な変化等を把握するためには、測定回数を多くすることが望ましいこ

と。 

なお、喫煙室等及び事務室以外の非喫煙場所については、その室等の使用中に 1回

以上測定を行うこと。 

4 測定点 

測定点は、原則として室内の床上約 1.2m から約 1.5m までの間の一定した高さにお

いて、室等における事務機器等の設置状況、空気調和設備の方式、床面積等の状況に

応じて設定すること。また、測定点は、1室について 5点以上設定することとするが、

喫煙室については、この限りでないこと。 

非喫煙場所から喫煙室等への気流の風速の測定点は、非喫煙場所と喫煙室等の主た

る開口面について、上部、中央部、下部の 3点を設定すること。 

なお、たばこの煙が滞留している箇所又は労働者等から特に測定の希望があった箇

所については、上記とは別に測定点を設定すること。 

5 評価等 

各測定点における各測定回ごとの測定値によって、経時的な変化等を把握し、浮遊

粉じんの濃度を 0.15mg/m 以下、一酸化炭素濃度を 10 ppm 以下及び非喫煙場所から喫

煙室等に向かう気流の風速を 0.2m/s 以上とするように職場の管理を行うこと。 

なお、測定結果は別添の記録用紙を参考として記録し、3年間保存すること。 

6 測定機器 

浮遊粉じんの濃度の測定については較正された相対濃度計又は分光ろ紙じん埃計

を、一酸化炭素の濃度については検知管又はこれと同等以上の性能を有する機器を、

また、風速については一般用風速計を用いて測定すること。なお、浮遊粉じんの濃度

の測定に相対濃度計を用いる場合は、1回の測定につき、1分間隔で連続 10 分間以上

測定することとし、質量濃度変換係数を用いて濃度に換算すること。 
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3-5 

「職場における喫煙対策のためのガイドライン」に基づく対策の推進について（平成 17

年 6 月 1 日付け基安発第 0601001 号厚生労働省安全衛生部長通達） 

 

基安発第 0601001 号 

平成 17 年 6 月 1 日 

 

都道府県労働局長 殿 

 

厚生労働省労働基準局安全衛生部長 

 

 

「職場における喫煙対策のためのガイドライン」に基づく対策の推進について 

 

職場における喫煙対策については、平成 8年に「職場における喫煙対策のためのガイ

ドライン」を示し、その推進に努めてきたところであるが、平成 15 年 5 月 1 日から施

行された健康増進法(平成 14 年法律第 103 号)において、事務所その他多数の者が利用

する施設を管理する者に対し、受動喫煙防止対策を講ずることが努力義務化されたこと

等を受け、平成 15 年 5 月に新たに「職場における喫煙対策のためのガイドライン」(平

成 15 年 5 月 9 日付け基発第 0509001 号)(以下「新ガイドライン」という。)を発出し、

労働者の健康確保と快適な職場環境の形成を図る観点から一層の受動喫煙防止対策の

充実を図っているところである。 

今般、職場における喫煙対策の一環として中央労働災害防止協会に委託して行った職

場における喫煙対策の取組み状況についての調査結果が別添のとおりまとまり、喫煙対

策を行う上での新たな課題が明らかになったところである。 

本年 2月には、世界保健機関たばこ規制枠組条約が発効し、世界的規模で喫煙対策へ

の取組みが行われ、我が国においても様々な取組みが行われていること、また、近年職

場における脳・心臓疾患の問題が大きくクローズアップされてきており、喫煙が脳・心

臓疾患発生のリスクを高めるという知見があることなどを踏まえ、下記の点に特に留意

して、職場における喫煙対策の充実について一層の推進が図られるよう、関係事業場の

指導に努められたい。 
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記 

1 新ガイドラインでは、受動喫煙を確実に防止する観点からたばこの煙が漏れない喫

煙室の設置を推奨し、やむを得ない場合に喫煙コーナーを設けることとしているとこ

ろであるが、現実には未だ十分な対策がとられていないとの調査結果が得られたとこ

ろである。 

特に、喫煙室の設置等喫煙場所の確保が困難な場合、喫煙室が設けられている場合

であっても、喫煙室が屋外排気型になっていない等、十分な対応を行うことが困難な

場合には、受動喫煙を確実に防止する観点から全面禁煙による対策を勧奨すること。 

2 関係団体との会合、集団指導等の機会をとらえて、上記 1 のことも含め、新ガイド

ラインの一層の周知を図ること。 

3 現在、都道府県快適職場推進センターにおいては、喫煙対策推進のための教育等の

普及啓発事業、各種相談業務等を実施しているところであり、この事業の事業場への

一層の普及に対し指導援助すること。また、中央労働災害防止協会地区サービスセン

ターにおいては、事業場のニーズに対応して分煙対策に係る技術的指導等を実施して

いるので、このような機関の活用を図ること。 

 

 

 

別添省略 
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3-6 

健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）（抜粋） 

第２節 受動喫煙の防止 

第２５条 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、官

公庁施設、飲食店その他の多数の者が利用する施設を管理する者は、これらを利用す

る者について、受動喫煙(室内又はこれに準ずる環境において、他人のたばこの煙を

吸わされることをいう。)を防止するために必要な措置を講ずるように努めなければ

ならない。 

 

 

 

3-7 

２１世紀における国民健康づくり運動（「健康日本２１」：2000～2010 年）（要点） 

「健康日本 21」は、健康寿命の延伸等を実現するために、2010 年度を目途とした

具体的な目標等を提示すること等により、国民が一体となった健康づくり運動を総合

的かつ効果的に推進し、国民各層の自由な意思決定に基づく健康づくりに関する意識

の向上及び取組を促そうとする運動である。 

◇たばこ対策 

（１）情報提供 

消費者に対しては、危険性に関する十分な知識を得た上での選択が行えるよう、た

ばこの危険性や製品そのものに関する正しい情報を提供する。一般国民や政策決定者

に対しては、これらの情報に加え、諸外国の対策やその評価についての情報も積極的

に提供する。 

（２）喫煙防止 

学校教育や地域保健の現場における健康教育を充実させる。また、未成年者は、た

ばこの危険性に関する情報を十分に与えることはもとより、社会環境の整備あるいは

規制という形で、保護する必要がある。 

（３）非喫煙者の保護 

受動喫煙からの非喫煙者の保護という趣旨を徹底し、また「たばこのない社会」と

いう社会通念を確立するために、不特定多数の集合する公共空間（公共の場所及び歩

行中を含む）や職場では原則禁煙を目指す。家庭内における受動喫煙の危険性につい
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ても、普及啓発を図る。 

（４）禁煙支援 

薬物依存の観点から、行動科学・薬理学の裏付けのある禁煙支援プログラムの開発

と普及を図り、保健医療の現場における保健指導や禁煙指導を充実させる。 

（５）実施主体 

国、都道府県、地域保健、職域保健、学校教育の各レベルにおいて、たばこ対策を

推進する。また、専門職能団体や学術団体も、それぞれの役割と責任において、たば

こ対策を推進する。さらに、保健医療従事者や教育関係者は、国民に対する範として、

自ら禁煙に努める。 
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3-8 

たばこの規制に関する世界保健機関枠組条約（「たばこ規制枠組条約」：要点） 

＜2005 年 2 月 27 日発効＞ 

この条約は、世界保健機関（WHO）の下で作成された保健分野における初めての多数

国間条約であり、たばこの消費等が健康に及ぼす悪影響から現在および将来の世代を保

護することを目的とし、たばこに関する広告、包装上の表示等の規制とたばこの規制に

関する国際協力について定めるものである。 

＜条約の主な内容＞ 

○職場等の公共の場所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効

果的な措置をとる。 

○たばこの包装及びラベルについて、消費者に誤解を与えるおそれのある形容的表示

等を用いることによってたばこ製品の販売を促進しないことを確保し、主要な表示

面の 30％以上を健康警告表示に充てる。 

○たばこの広告、販売促進及び後援（スポンサーシップ）を禁止しまたは制限する。 

○たばこ製品の不法な取引をなくするため、包装に最終仕向地を示す効果的な表示を

行うことを要求する。 

○未成年者に対するたばこの販売を禁止するための効果的な措置をとる。 

○条約の実施状況の検討及び条約の効果的な実施の促進に必要な決定等を行う締約

国会議を設置する。締約国は、条約の実施について定期的な報告を締約国会議に提

出する。 

 

 

3-9 

たばこ規制枠組条約第 8条の履行のためのガイドライン（骨子）（2007 年 7 月第 2回た

ばこ規制枠組条約締約国会議採択） 

「たばこの煙にさらされることからの保護」（受動喫煙防止対策）については、たば

こ規制枠組条約(FCTC)第８条において「各締約国が既存の国の権限の範囲内で実施す

る」こととされている。 

2007 年 7 月第 2回たばこ規制枠組条約締約国会議において、たばこ規制枠組条約第８

条を適切に履行することを目的とした受動喫煙を防止するための有効な方法に関する

ガイドラインが採択された。そのガイドラインの骨子は、以下のとおりである。 
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①たばこの煙にさらされて安全というレベルはなく、受動喫煙による健康被害を完全

に防止するためには、100％禁煙とすべき。換気、空気ろ過、指定喫煙区域の使用

等では不十分である。 

②すべての屋内の職場及び屋内の公共の場は禁煙とすべきである。 

③人々をたばこの煙からさらされることから保護するための立法措置が必要である。

また、自主規制による禁煙対策は不十分である。有効であるためには、法律は単純、

明快でかつ強制力をもつべきである。 

 

たばこ規制枠組条約 

第８条 たばこの煙にさらされることからの保護 

１ 締約国は、たばこの煙にさらされることが死亡、疾病及び障害を引き起こすことが科学的証拠

により明白に証明されていることを認識する。 

２ 締約国は、屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公共の場所及び適当な場合には他の公共の場

所におけるたばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的な立法上、執行上、行政上又

は他の措置を国内法によって決定された既存の国の権限の範囲内で採択し及び実施し、並びに権

限のある他の当局による当該措置の採択及び実施を積極的に促進する。 

 

3-10 

世界保健機関による受動喫煙防止に関する報告書（骨子） 

世界保健機関(WHO)は 2007 年に「受動喫煙の防止＜政策勧告＞」”Protection from 

exposure to second-hand tobacco smoke. Policy recommendations.”と題する報告

書を公表した。 

＜骨子＞（「2007 年ＷＨＯ世界禁煙デー小冊子」p5  仲野暢子訳、日本禁煙推進医師歯科医師連盟監修 より） 

① 100％たばこ煙ゼロ環境だけが屋内空気環境を安全レベルに保ち、たばこ煙に不本

意に曝される危険を減らす有効な戦略である。空調装置や喫煙場所の指定は、空調

装置を別個につけたとしても、安全レベルに保つとは言えないので推奨できない。 

② 全ての屋内職場および公共の場所を「100％たばこ煙ゼロ環境」（全面禁煙）にす

る法令を制定すること。法令は全ての人に同様の保護を与えるものとする。自主規

制では不十分で容認できない。 

③ 法令の制定に留まらず執行すること。適切な執行と妥当な強制は、小さくとも決

定的な実行力と効果的な措置を必要とする。 

④ 家庭での受動喫煙を減らすための啓発的戦略を実行すること。職場のたばこ煙ゼ

ロ法令の制定によって、喫煙者も非喫煙者も自分の家庭を自発的にたばこ煙ゼロに

する可能性が増える。 




